
ナノ構造材料技術の6テーマ（無機ナノ構造デバイス、炭素・有機ナノ構造体、高分子・

無機ナノ構造材料、多孔・高比表面積ナノ構造体、バイオ関連ナノ構造体、ナノ製造基盤技

術）別に日米欧の特許出願人国籍を比較した（日欧は出願件数、米は取得件数）。無機ナノ

構造デバイスの分野では日本の特許件数は欧米の4倍程度であるが、逆に、バイオ関連ナノ

構造体の分野では、日本の特許件数は欧米の半分以下である。6テーマ全体の割合分布傾向

についてみると、欧州と米国は同じ様な分布をしている。

ナノ構造材料技術テーマ別出願人国籍別出願比較（1990-1998年）

ナノ構造材料技術テーマ別出願人国籍割合
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出典：2000年度特許出願技術動向調査分析報告書「ナノ構造材料技術」

米国：成立特許から出願年を同定してその件数を表示



ナノ構造材料技術特許出願人ランキング（日本）（1990-2000年）
※1

ナノ構造材料技術特許出願人ランキング（米国）（1990-2000年）
※2
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※１、※２：データベースはWPINDEX(STN)を使用し、順位は世界におけるランキングとした。



米国の上位20位以内には、カリフォルニア大学やマサチューセッツ工科大学がリストア

ップされているが、日本の上位20位以内には国内大学はリストアップされていない。公的

研究機関の比較では、日本においては科学技術振興事業団や産業技術総合研究所（旧工業技

術院）が中位に、米国においては米国海軍や陸軍が上位に、それぞれ出現している。

日本からの出願ランキングにおいて上位10社が情報・電子・電機系の大手企業で占めら

れているのは、市場規模の大きい電子デバイスなど半導体製品関連の研究に大手企業が微細

加工技術を駆使する分野の技術等を携え参入していること、及びそれらの企業の研究規模の

大きさの反映と推測される。また、2つの公的機関がリストアップされているのは、ナノテ

クノロジー関連プロジェクトでの成果が特許出願された結果であると推測される。

米国からの出願ランキングの上位も、ほとんどが情報・電子・電機系の大企業で占められ

ているのは、日本と同様の理由と推定できる。カリフォルニア大学やマサチューセッツ工科

大学等の大学からの出願が日本に比べ顕著であるのは、それらの大学が大規模校であるのみ

ならず、大学人の研究成果を権利化する意識が高いことや権利化された特許を基にベンチャ

ー企業を起こすことが研究者にとって一般的な感覚になっている現実を反映していると推測

される。米国政府機関でのナノテクノロジー分野での研究成果の特許件数は米国海軍と陸軍

で顕著であり、これら機関のこの分野への参入レベルの高さを示唆している。
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